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○平戸市離島高校生修学支援事業補助金交付要綱 

平成27年３月25日告示第46号 

改正 

平成28年３月31日告示第８号の26 

平成29年５月31日告示第78号 

平戸市離島高校生修学支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、平戸市度島地区、高島地区及び大島地区（以下「離島地区」という。）から本土又は

他の離島（以下「本土等」という。）の高等学校、高等専門学校（３年次まで）及び特別支援学校高等部

（以下「高等学校等」という。）へ通学する生徒及び学生（以下「生徒等」という。）の保護者の経済的

負担を軽減するため、通学のために本土等に居住する場合の居住費を負担している保護者に対し、予算の

範囲内において、平戸市離島高校生修学支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、

その交付については、平戸市補助金等交付規則（平成17年平戸市規則第43号。以下「規則」という。）及

びこの告示の定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、離島地区に住所を有する生

徒等又は中学校卒業時まで離島地区に住所を有していた生徒等のうち、県内の高等学校等へ通学するため

に本土等の民間アパートや寄宿舎等の自宅外に居住している生徒等の保護者で、市税等を滞納していない

ものとする。 

２ 年度の途中で離島地区に転入し、前項の要件を満たすこととなったときは、その要件を満たすこととな

った日の属する月の翌月（その日が月の初日に当たるときは、その月）分から補助の対象とする。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第３条 補助の対象となる経費及び補助金の額は、別表第１のとおりとする。 

２ 長崎県が実施する公立高等学校等離島高校生修学支援費補助金及び私立高等学校離島高校生修学支援費

補助金（以下「県が実施する補助金」という。）の交付を受ける者は、その補助額を除いた額について、

補助を受けることができる。 

（補助金の交付申請及び変更交付申請） 

第４条 この補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、平戸市離島高校生修学支援

事業補助金交付申請書（様式第１号）により、別に定める日までに市長に申請しなければならない。 

２ 申請者は、補助金の対象となる生徒等が、住居の変更及び転学等の事由により補助金の額に変更を生ず

る場合は、速やかに、平戸市離島高校生修学支援事業補助金変更交付申請書（様式第２号）を市長に提出

しなければならない。 

３ 前２項の申請書を提出する際に添付する書類は、別表第２に定めるとおりとする。 

（補助金の交付の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、書類等を審査の上、予算の範囲内で補助金交付の

可否を決定し、平戸市離島高校生修学支援事業補助金交付決定通知書（様式第３号）又は平戸市離島高校

生修学支援事業補助金却下通知書（様式第４号）により申請者へ通知するものとする。 

２ 市長は、前条第２項の規定による変更申請があったときは、前項と同様の確認を行い、予算の範囲内で

補助金交付の変更を決定し、平戸市離島高校生修学支援事業補助金変更交付決定通知書（様式第５号）に

より申請者へ通知するものとする。 

（交付決定の除外） 

第６条 市長は、申請者が規則第５条の２第２号又は第３号のいずれかに該当する者であると認めるときは、

補助金の交付の決定を行わないものとする。 

（補助金の交付） 
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第７条 前条の規定により補助金の交付決定通知を受けた者は、別に定める日までに市長に対し、平戸市離

島高校生修学支援事業補助金交付請求書（様式第６号）を提出しなければならない。 

２ 補助金の交付については、前期（４月～９月分）、後期（10月～３月分）の２回に分け、申請者に交付

するものとする。 

（補助金の返還） 

第８条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の全部又は一部の返還を命じ

ることができる。ただし、市長が特に認めた場合はこの限りでない。 

(１) 第２条の要件を欠くに至ったとき。 

(２) 虚偽その他不正な手段により、当該補助金の交付を受けたとき。 

(３) 第６条の規定に該当することが判明したとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、この告示の規定に違反したとき。 

（交付手続の特例） 

第９条 規則第21条の規定による交付手続の特例として、規則第13条に基づく実績報告の手続及び規則第14

条の規定による確定通知は、省略するものとする。 

（その他） 

第10条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この告示は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日告示第８号の26） 

この告示は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年５月31日告示第78号） 

この告示は、平成29年６月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

  補助対象経費 補助額 

居住費 

高等学校等へ通学するため、生徒等の自宅がある離島地区を離

れ、本土等の民間アパートや寄宿舎等の自宅外に居住している

生徒等の下宿費、寮費、アパート代等（冬期間のみ下宿する等

季節単位で居住費が発生する場合を含む。） 

居住費の合計額から、県が実

施する補助金の補助額を除い

た額。ただし、月額5,000円を

上限とする。 

備考 上記の各経費を合算した１月当たりの補助額に100円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨

てるものとする。 

別表第２（第４条関係） 

  添付書類 

居住費 契約書の写し。ただし、契約書がない場合は申立書（様式第７号） 

暴力団排除関係 誓約書（様式第８号） 

その他 市税等を滞納していない旨の証明書 

備考 県が実施する補助金の交付を受けている場合は、補助金額を確認できる書類（交付決定通知書の

写し、支給額の証明等）を添付すること。 

様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

様式第７号（第４条関係） 

様式第８号（第４条関係） 


